墜落・転落・転倒災害の防止

2003-06-02
技術士・労働安全コンサルタント　矢島藤一

まえがき

　建設業を始めとして墜落・転落・転倒という災害は一向に減少しません｡何故減らないのか、位置のエネルギーが大きいため、足場等から墜落・転倒が起これば打ち所が悪いと致命的な災害になることは明白です。

このような災害を防止するために、2m以上の作業を高所作業と定め、法的な行動規制が設けられていることは周知の事実です。その内容は設備的な不安全状態から発生するものと、不安全な行動に基づくものとに大きくわけられますが、設備面の措置は大手企業では進んでいますが、中小の企業では、いまだに未完成なものが多く散見されます。同様なことが不安全行動にもいえます。

災害発生数から見ると、比較的小規模の自宅・マンション等の新築・改築・リフォーム等の低層住宅の工事現場に多く発生しています。これらの災害が発生すれば施工会社は信用を落とし，大きな批判の対象にされます。そのことは、判っていても中々法令の最低基準も守られないことが多いわけです。また、大規模工事の場合は、発生規模が大きくなります｡

発生箇所として主に上げられるものは次のようなものです。

①　足場からの転落・墜落　　多くは，仮設に設けられる作業床等から発生します。建設工事では、「公衆の安全や社会的責任」も伴ないますので、安全性・作業性・公衆の安全が強く求められます。

②　階段で転落　　踏み外し等によるもので、履物、年齢によるものが多く、頭部の打撲等が多く、それぞれの対応した防止策が必要です。

③　脚立、踏み台、可搬式作業台からの転落　　安定性が欠ければ転落による傷害が発生します。地盤の設定、作業姿勢、転落防止策等が必要です。

　④　はしご(移動式・固定式)からの転落・墜落　　安定性が欠ければ事故が発生します。

　　床面の設定、場所によっては上部の固縛、安全帯未使用、踏みさんの踏み外し等があり、危険にたいする認識が大事です。

⑤　開口部・ピット(堅穴)等　　囲い、手すり、覆い等をいいますが、高さによっては、致命傷となります。「危険な落とし穴」といえます。

　以下これらの要点を絞って説明します。

　

1． 足場

安衛則、ゴンドラ則等に規制されていますが、厚生労働省の指針などに次のようなことが示されています。

1 材料等→安全衛生規則559－563条

2 足場の組み立て等→安全衛生規則564－568条

③　丸太足場・鋼管足場(単管足場・わく組足場)→安全衛生規則569－573条

④　つり足場→安全衛生規則574－575条

5 ゴンドラ→ゴンドラ規則1―36条、技術上の指針(昭61指針公示14)

6 移動用足場→技術上の指針(昭50指針公示6)

大工事等においては、安全性、作業性、経済性等から十分な配慮がなされていますが、中小企業以下では予算等の経済性から安全性、作業性が十分採られていないものが散見されます。

(1)　作業計画の対策

安全衛生規則88では、組み立てから解体までの期間が６0日以上を要する足場・架設通路

1 高さが１０ｍ以上の構造の足場

2 高さ及び長さが１０ｍ以上の架設通路

3 つり足場・張り出し足場

について定めています｡次の点についても考慮しなければなりません。

1 公道・住宅・公衆災害に対して、通行人等に対する防護として、堅固な壁つなぎ、防護ネット、防護柵、等が必要です。

2 できるだけ低い安全な場所で作業できるような工法(つり枠足場、先行足場等)を採用し、高所での作業をできるだけ少なくします。
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図　　建設業「起因物別分類」

平成12年度版「安全衛生年鑑」より
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　　　　　　　ⅰ　建て枠等を用いて昇降する　　　　　　　　ⅱ　足場の組立て
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ⅲ足場が倒壊し通行人・車に激突　　　ⅳ　足場と躯体の間から誤って　　　ⅴ　材料の取り込み中誤って

図　　足場からの転落等のいろいろな例

	不安全な状態


起因物
	分類不能
	その他及び不安全な状態がないもの
	作業方法の欠陥
	部外的、自然的不安全な状態
	作業環境の欠陥
	保護具・服装等の欠陥
	物の置き方、作業箇所の欠陥
	防護装置の欠陥
	物自体の欠陥
	合計

	足場
	19
	334
	408
	85
	5
	233
	411
	691
	285
	2471

	丸太一側足場
	―
	5
	3
	5
	―
	39
	13
	27
	7
	99

	単管一側足場
	―
	22
	22
	3
	―
	24
	42
	47
	31
	191

	単管本足場
	2
	41
	39
	5
	―
	5
	33
	88
	22
	235

	わく組足場
	8
	128
	118
	33
	―
	80
	121
	226
	74
	788

	うま脚立足場
	4
	94
	128
	21
	3
	32
	114
	84
	30
	510


図　　足場による死傷災害「不安全状態」「平成11年休業４日以上」

	不安全な行動


起因物
	安全装置等を無効にする
	安全装置の不履行
	不安全な放置
	危険な状態を作る
	機械・装置等の指定外の使用
	合計

	足場
	47
	33
	55
	46
	56
	2471

	丸太一側足場
	―
	―
	4
	―
	2
	99

	単管一側足場
	2
	―
	2
	11
	―
	191

	単管本足場
	5
	2
	4
	5
	―
	235

	わく組足場
	33
	16
	13
	9
	2
	788

	うま脚立足場
	―
	8
	8
	32
	25
	510


　以上は平成12年度版より抜粋

図　　足場による死傷災害「不安全行動」「平成11年休業４日以上」

	　　構造別

用途別
	支柱足場
	つり足場
	機械足場
	その他

	
	本足場
	一足足場
	棚足場
	
	
	

	外壁工事用
	枠組足場，単管足場、張り出しわく組足場
	単管足場

布板一側足場
	
	
	機械駆動式

足場、ゴンドラ
	ブラケット一側足場

	内装工事用
	
	
	枠組足場

単管足場
	
	
	脚立足場

移動式室内足場

移動式足場

	躯体工事用
	枠組足場

単管足場
	単管足場
	
	つりわく足場

つり棚足場
	
	

	補　修　用
	枠組足場
	単管足場

布板一側足場
	枠組足場

単管足場
	つりわく足場

つり棚足場
	ゴンドラ
	移動式足場

脚立足場

移動式室内足場


表　　足場の用途別・構造別分類
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図　　わく組足場の安全な作業方法

(2)　設備面の対策「安全な設備確保を優先」

　万が一墜落・転落しても、災害とならないような設備対策とします。

　①　足場や作業床は、堅固で安定した構造とします。

　＊　足場と躯体は、堅固な壁つなぎでつなぎます。

　＊　作業床はの幅は、40cm以上とします。(つり足場は除く)

　②　作業床、通路は、平坦で滑りづらいものとします。

· 作業床、通路の周りおよび端部には、堅固な妻手すり(中さん付)を設けます。

＊　足場の躯体間には渡り通路を設け、堅固な手すり(中さん、幅木付)を設置します。

　※　安衛則では75cm以上となっていますが、建災防では、90cm以上と指導しています。

　③　足場と躯体間の開口部は、足場板などで墜落防止措置(2層ごとに)を講じます。

　＊セイフティブラケット＋足場板、または防護ネットなどで養生します。

　＊つり足場の作業床は、すき間を無くします｡

4 　降設備は原則として階段とし、手すり「中さん付」を設けます。

5 階段の開口部は階段手すり枠等を設けます。

6 長いはしごの設置は、あらかじめ縦親綱ロープまたは安全ブロックなどを設置します。

7 公道等に面した足場や、高さ2m以上を超える足場は外側を防護ネットなどで養生する。

8 作業場所は適切な照度を確保します。

(3)　管理面の対策「管理者は作業員の立場になって」

1 作業方法、作業手順を明確にし、作業者に周知します。

2 適正な作業配置(能力、体調等を考慮)をします。

3 危険に対する感受性を高める教育(危険予知訓練など)をします。

4 高さ5m以上の足場の組立て作業などでは「足場の組立等作業主任者」を選任し、その者の直接指導の下に作業をさせます。

(4)　作業行動面の対策「自分の身は自分で守って作業」

1 禁止事項(図、足場等の転落等いろいろな例を参照)

＊　無防備で身を乗り出して作業

＊　無防備で手すりを外して作業

＊　昇降設備以外(交差筋交さ等)を用いて昇降

　＊　物を持って昇降

　＊　作業床での梯子、脚立の使用

2 安全帯使用の徹底(図、わく組足場の安全な作業方法を参照)

＊　足場上で材料の取り込みをする時(安全帯は腰より高い堅固な場所に掛ける)

＊　やむを得ず手すりを外して作業するとき

＊　一側足場、ブラケット足場での作業

3 安全ブロックなどを使用して将校する際、安全ブロックなどのフックを安全帯のD

　輪に直接掛けます。

4 足場上でラチェットなどの工具を使用する際は工具ホルダーを用います。(落下防止)

5 足場の組立・解体場所での立ち入り禁止措置(必要により誘導員を配置)

　以上のような措置をすることは、次のことにつながります。

1 安全な足場の選択と設備計画

2 万が一、墜落・転落しても災害にならないような防止措置

3 禁止事項の遵守と「自分の身は自分で守って作業する」という認識

「見て安全な設備・見て安心な作業行動」ということになります。

2． 足場に求められる要件

(1)　安全性

　崩壊、倒壊、墜落、転落、飛来、落下等の危険の無い構造と強度を有することが必要です。

　例えば、作業床の強度は次の値の荷重を考慮します。また、これらの荷重を同時に積載する層数は2以下とします。

1 重量級(本足場のように、材料の仮置などを考慮する足場)→荷重[2,452～1,471Ｎ/㎡](250～300kgf/㎡)

2 軽量級(簡易足場のように、作業者および手工具のみを考慮する足場)→荷重[1,266～1,471N/㎡](125～150kgf/㎡)

(2)　作業性

　作業床面の広さは、無理のない姿勢で作業できるような床幅は重量物で80cm以上、軽作業で40cm以上を確保します。昇降設備はできるだけ手すり階段を設置します。

　また、作業床の端には幅木・手すり「中さん付」を設けます。また、足場と建物や部材との間隔など、墜落・転落の危険性のある隙間は、30cm以下とします。(ただし、つり足場は隙間が無いようにします｡)

(3)　経済性
　架設・撤去の容易さ、耐年数、多用途への適応を考慮します。表、足場の用途別・構造別分類を参照してください。

　歩道や道路などに面した足場を設置する場合は、外側を防護ネット(シート)や防護柵(朝顔)等で公衆の安全を確保します。

　足場を使って作業する場合、墜落・転落の危険性と隣り合わせとなるので、用途に合った丈夫な足場を選択し、手すりなどが設けてあるが、よく確認することが大切です。次にその例示を示します。
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図　　わく組足場の例
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図　　単管足場・張り出しわく組足場・布板一側足場・ブラケット一側足場

　　　　　　つり棚足場・つりわく足場・機械駆動式足場・ゴンドラ・移動式足場

　　　　　　移動式室内足場の例
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3．階段での転落

　階段からの転落あるいは歩行中の転倒事故は表面的には重要視されませんが、実際の傷害は相当数発生しています。とくに、中高年齢層における傷害の程度が問題です。中高年齢層では誰しも経験するところです。

(1)　階段からの踏み外し

　中高年齢層を対象とした階段には、手すりを設置することは当然の手段です。手すりを設置してもこれを利用しないで、転落したというものも、かなり多く発生しているものとみられます。階段の上部で踏み外したときは、かなりの重傷が予想されます。

1 中高年齢層の特長としては、平衡感覚の喪失あるいは減退が大きな要因として上げられます｡

2 急いで階段を昇降しようとして踏み外してしまった。

3 手すりが設備されていなかった。

4 階段の勾配が適切でなかった。

(2)　歩行中の転倒

　主として中高年齢層を対象として、歩行中の転倒防止について認識を改める必要があります。床面が平坦な時は比較的よいですが、床面の凹凸、突出、段差等があると転倒事故が発生し易くなります。

1 段差、突出部、床面の凹凸は解消します。

2 転倒の発生を防止するための、歩幅、歩行速度、足の上下運動等の要因を検討し、教育します。

この具体的な内容は6．開口部・ピットで解説します。

4．　脚立・踏み台等

　脚立，踏み台などの用具による墜落・転落災害は、脚立の天板・踏み台の狭い作業床の作業ばかりでなく、これらの昇降動作によっても多く発生しています。その原因には、安易な取り扱いが多いものとみられます。この災害は低い位置から発生するもので、その近傍にある突起物等に激突し、打ち所が悪いと大きな障害になります。また、危険要因はいたるところにあります。図に危険な作業例を示します｡

　その災害要因を探ってみると次のようなことがあります。

1 一時的な作業が多く、「安全に作業する」という意識が低い。

2 手すりなどが無い「狭い天板での作業」を床上でおこなう。

3 「高い位置で作業」しているという認識が足りない｡たとえば、身長1.7mの人が高さ1mの箇所に立つと、頭の高さは約2.7mになります。このようなことを考える
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と脚立・踏み台の使用も油断できません

1 うまと脚立の違い。次図―架台足場参照　　[image: image9.png]



　　　二つ以上の足場板を渡し、しっかり

と固縛して使用します。作業床と足場

板は幅40cm以上が望ましいといえます。

うま単独使用は使用禁止とします。
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　②　脚立について

　　図―脚立の種類を参照

　　ⅰ　はしご兼用脚立(ａ)

　　ⅱ　専用脚立(ｂ)

　　ⅲ　三脚脚立(ｃ)

　　それぞれの脚立の特長があり、作業内容に見合った安全性を考慮して選択する必要があります。専用脚立の使用が望ましい。とされています。「脚立の選択と使用方法」としての特記事項を示せば次のとおりです。

1 堅固で水平な場所に設置します。地面が柔らかいときは下に安定する板を敷きます。

2 高さが足りないからと言って、脚部に木材、パイプ等を継ぎ足ししないこと。また、机の上に載せたり、床(畳等)を傷めたくないといって端具、シートを敷くと滑りやすいです。

3 専用・三脚脚立をはしご代わりに使用しないこと。

　④　昇降は脚立に背を向けて行なわないこと。飛び降りしないこと。

　⑤　体を乗り出しての作業をしないこと。

　⑥　1.5ｍ以上の高所では，安全帯を腰より高い位置に掛けて作業をおこなうこと。

　⑦　天板上の作業は禁止すること。

　⑧　高さ2ｍ未満の脚立では、天板より2段目以下の踏みさん上で作業すること。(上段を体を安定させるための上枠として用いる)。高さ2ｍ以上の脚立には、天板より3段目以下の踏みさん上で作業すること。(上段は体を安定させるための手すりとして用いる。図―はしご兼用脚立の作業方法)
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　次いで踏台と可搬式作業台の選択について述べます。

　①　脚立と踏台の違い

　　(財)製品安全協会(SG協会)の認定基準において、踏台は天板面までの垂直高さが80cm以下で、梯子として兼用できないと定めています。脚立は前述のとおりですが、同基準では天板面までの垂直高さが80以上～200cm以下のものであるとして、踏み台との違いを明確にしています。

　②　踏台と作業台について

　　作業台は、階段状に広い踏み面を有しています。最近では使い易い手すり付・アルミ合金製(高さ60～150cm)のもの(図―a)が市販されています。踏台は高さ80cm以下のものだけでなく、1.2m以下のものま市販されています。一般的には、踏台と作業台は同じものとされています。

　　自作した踏台や作業台を使用している事業場(特に食品製造業等)では、次のような危険性のものが散見されます。

　ⅰ　踏台・作業床の幅も奥行きも極めて狭い。

　ⅱ　脚が4脚以上で不安定なものがある。
　ⅲ　高い踏台に手すりがない等。

　　事務所の蛍光灯の取り替えや倉庫内などの軽作業(作業床高が60～150cm)では上枠付踏台(図―b)を、また、作業場では作業床が確保できる手すり付作業台(図―ａ)の使用が望ましい。

　③　可搬式作業台について

　　脚立・作業台等はともに定点で行なう作業です。最近は脚柱と作業床が一体で、作業床が1.4ｍ程度(作業床の幅は40cm以上)の可搬式作業台(図―ｃ)が急速に増えています。

　この作業台は80cm以上2m未満の作業床を確保でき、単独でも複数でも使用できます。

　「先取り安全(リスク低減)」に有効であり、作業効率もよいので今後さらに普及するものと思われます｡

　これらの作業では、「先ず安全な設備の確保」が必要です。

5．　はしご(移動式・固定式)

(1)　用具による災害が50％(製造業)

　　はしごによる災害は、統計的にみると用具による災害の約50％を占めています。以下のようなものです

　①　手に物を持ちながら昇降中、踏みさんをしっかり握れずバランスを崩し墜落(図―a)

　②　移動はしごの上部を固縛しないで昇降(作業)していたので上部がずれ、はしごとともに床に墜落(図―ｂ)

　③　はしごの狭い踏みさんを作業床とし、安全帯を使用せず身を乗り出して作業し、バランスを崩して墜落(図―ｃ)

　④　移動はしごを階段代わりに設置(60度以下)し、踏みさんを踏み外し、バランスを崩して墜落

　⑤　踏みさんがパイプ製の固定はしごを昇降中、手足が滑りバランスを崩し墜落

　⑥　移動はしごを軟弱な場所などに設置し、地面下部が沈み、バランスを崩して墜落
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(2)　危険性の認識が低い

　　はしごによる災害の背景には、脚立と同様に、危険要因が多く含んでいるにも係らず、身近な用具な用具のため、安易に使えると言うことで危険性の認識が低いことが上げられます。その主な要因は次のとおりです。

　①　一時的な作業が多い。

　②　墜落防止措置を講じていない。

　③　作業床として狭い踏みさんを使用している。

　④　上部を固縛していない。

　⑤　安定しない床面に設置している。(すべる、軟弱、水平でない等)

　⑥　作業者や監督者が高所作業をしているという危険に対する認識が低い。

(3)　はしごの種類

　①　移動はしご

[image: image14.jpg]8 ao~ao?mmm
i

= ﬁﬁmb_(‘é 2&)&70/7

CRDIESDI LY~
B BBELICEY 53R nmenE




　　移動はしごには木製、鋼製、アルミ合金製、グラスファイバー製のものがあります。アルミ合金製のものが多く使われ、電気工事用としては、絶縁性を考えグラスファイバー製のものが使われています｡使用の高さにより、1連、2連、3連があり用途別に使用されます。

②　固定はしご、はしご道

　　固定はしごは鋼製で垂直なものが多く、種類もあり、用途により選択されます。はしご道は建設工事などの立抗に設置するもので、それぞれの用途により異なる使用方法があります。

(4) はしごの作業方法
　図―はしごの墜落・転落防止装置をご覧下さい。

(5)　移動はしごの作業方法

安衛則では527条でつぎのように示されています。

　①　丈夫な構造とすること。

　②　材料は著しく損傷・腐食がないものとする。

　③　幅は30cm以上とすること。

　④　滑り止め装置の取り付けその他転位を防止するために必要な措置を講じること。

　があります。「図―移動はしごにおける安全な作業方法参照」。「堅固で水平な床上に設置、立てかけ角度は75度前後とす。上端部は60cm以上突き出して固定する。(これができないときは、堅固なものに固定フックを掛けたり、電柱などはボールクリップを掛ける等)一時的で固縛できない場合は、補助者がはしごを支える。
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 (6)　固定はしご等の作業方法「固定はしごとはしご道参照」

　①　丈夫な構造で損傷してないもの

　②　踏みさんは等間隔ですべりにくいもの

　③　上端部は60cm以上突き出して固定する

　④　踏みさんと壁との間に15cm以上の間隔をとる。(固定はしごで長さが4ｍ以上を超える場合、背もたれを設けることが望ましい｡)

　⑤　はしご道は5ｍごとに踏みだなを設けます。

　⑥　頻繁に昇降する場合次のいずれかの墜落・転落防止装置を講じる。「図―はしごの墜落・転落防止装置参照」

　①　はしごの横にレールを設置し、安全器を安全帯に掛けます。

　②　はしごの横に縦親綱ロープを設置し、ロリップを安全帯に掛けます｡

　③　はしごの上部に安全ブロックを設置し、安全帯を掛けます｡ａ～ｃともに安全帯のD環に直接掛けます。

　はしごからの墜落・転落防止のために、次のポイントを守ってください。

　①　損傷、腐食のない、丈夫のはしごの使用

　②　正しい設置(据え付け)

　③　墜落・転落装置の設置

　④はしごの昇降は一つのはしごに一人だけ

　⑤　昇降は3点支持(両手足4点のうち、3点で支える)

　はしごは昇降するための用具です。踏みさんを作業床として使用することは望ましくありません。しかし、作業の性質上やむを得ないときは、作業方法・防止措置を徹底し、さらに必要に応じて立ち入り禁止および監視員を配置したうえでの作業をお勧めします。

6．　開口部・ピット

(1)　危険な落とし穴

　囲い・手すり・覆い等のない開口部・ピット等から人が落下すると、その高さによっては、「位置のエネルギーが大きく」なり、致命的な墜落・転落災害になります。また、開口部等から物が落ちて、下にいる人に当たった場合は、飛来・落下災害にもなります。これは、「危険の落とし穴」となります。

　このような囲い等のない場所での作業は、開口部・ピットを認識しないで「誤って墜落」「手すり・覆い等の不備・不良による墜落」によるもので、図―予測される墜落・転落災害になります。
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(2) 安全な設備

　災害防止の基本は、「開口部を塞ぐ」ことです。これが出来ない時は、囲い・手すり・覆い､柵等の墜落・転落を防止するための措置を講じる必要があります。

　このときの、柵等の設置高さは、７5ｃｍ以上としていますが、柵の手すりは人体の重心より高い位置に設置するのが望ましいとされています。最近の公共施設の手すりの高さは背の高い外国人も利用するので、110cm以上が多い。さらに上桟の下から落ちることを防ぐために中桟・幅木を設けます。参考として、図―開口部の墜落・転落防止のための計画図、図―ピット等の墜落・転落防止のための計画図を示します。
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　このような設備をしてから作業を行ないます｡

(3)　階段で発生する転落

　安全意識が低いために発生するものとして上げられる項目は次のとおりです。

　私達は階段の昇降に対する危険意識は低い、というのが実態です。この危険性を防ぐため、つぎのようなことを配慮する必要があります。

1 災害は階段を降りるときに多く発生しています。とくに、女性のハイヒールに多く見られます。

2 災害の程度が意外に高い。ということがあります。死亡者の大部分は頭部の打撲です。

3 階段が急勾配で多く発生しています。

4 中高年齢者が多いです。

5 踏み面に水、油、砂、雪等が付着していると起こり易いです。

6 災害統計によれば、建築基準法に違反する寸法が12％であった。といわれます。

・　転落防止は、設備面からの改善が必要です。

1 寸法

　　階段はその用途によって、踏面(Ｔ)、けあげ(Ｒ)の寸法は異なります。参考のため図、表を参考にしてください。建築基準法施行令等で最低基準がしめされていますが、踏み

　
路面
	階段の種類
	階段及びその踊り場の幅
	にあげの寸法
	踏み面の寸法

	1
	直上階の居室の床面積の合計が200㎡を超える地上階または居室の床面積の合計が100㎡をこえる地階工作物内におけるもの
	1,200以上
	200以下
	240以上

	2
	上記階段意外のもの
	750以上
	220以下
	210以上





Ｔ
Ｔ




にあげR



　　　　　☆RとTの関係は


　　　　　　次の関係が良い

　　　　　　　2Ｒ＋T≒63cm

　　　　　　　Ｒ＋Ｔ≒45cm
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　T－R≒12cm


表　　建築基準法施行令にしめされている階段の寸法


令23による(単位：ｍｍ)　　　　　　　　　　　　　　　　　　図　　けあげRと踏み面Tの関係
　面は21cm以上、けあげは22cm以下は確保しなければなりません。(表、図幅と勾配参照)

　②　幅と勾配

　　直階段(直線形式の階段)の幅は、120cm以上(最低75cm以上)必要です。勾配は、一般的には30～35度がよいとされています。(エスカレータは30度以下に規制されています｡)

　③　手すり

　　手すりは昇降する際、体重移動を楽にする昇降補助機能を持っています。手すりの高さは80～８5ｃｍが一般的(安衛則では75ｃｍ以上)で、階段から転落しないように手すりの高さと縦支柱(以下、手すり子)の間隔を11cm以下とする必要があります。階段両面に側壁がある場合は、手すりの代わりにもなりますが、勾配の急な階段では、側壁があっても、手すりは必ず設置すべきです。

4 滑り止め

　　階段昇降するとき、多くは段鼻付近に重心をかけて足を運びます｡段鼻部分は、すべりにくい素材の滑り止めが必要で、踏み面とを色で識別する等配慮し、また、段鼻部分と路面との段差を出来るだけ少なくします。

5 踊り場と階段間の開口部

　　踊り場は、物の落下防止も考慮し、手すり子の間隔が広い場合はアクリル板等、また下端には幅木を設置します。下図参照

　また開口状態となっている階段間(吹き抜け)は、墜落防止装置だけでなく、飛来・落下防止装置として、階層ごとにネットなどで養生を行なうと有効です。

　　設備の改善は不安全状態を無くすことが必要です。具体的な例をあげます。

　ⅰ　滑り止めの設置・適正な照明と踊り場に点字タイル(黄色)で識別表示します。

ⅱ　手すり子の間隔が広い(１1cm以上)場所は、アクリル板などを設置します。

　ⅲ　踊り場の手すり子には、幅木を設置します。
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(4)　人の行動にも注目

　注意しても階段から昇降する際には、不安全行動による転落を否定することはできません。このため、次の対応を職場の安全ルールとして決めておく必要があります。

1 適正な履物の選定し指導します。(不適正な履物は禁止します｡)

2 職場ばかりでなく、「ポケットハンド禁止」(寒ければ、手袋を)とします。

3 階段の昇降は「手すりを持ち・足元を見ながら・ゆっくりと」の教育を徹底します。

4 階段での昇降では、「荷物の両手持ちの禁止」(荷物は片手で持つ)します。

5 「階段は整理だなでは無い」ので、物は置かない、置かせない、こととします。

6 手すりの設置・適正な照明と踊り場を作り、点字タイル(黄色)で識別表示します。

このようなことを行なっても、階段には段差があるものです。利用者が多い場合は、利用者の人数・利用者の年齢・利用者の肉体的な配慮するならば、階段はできるだけスロープを勾配7以下にすることが「災害ゼロ」へつなげます。図―小段差の改善例(スロープの始めと終わりを色分けします)を参照。
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7．　高所作業車・移動用足場・高所作業台からの墜落防止対策

　主に建設業、電力・通信工事現場で使用されるもので、工場でもその機会が増えています。

　高所作業車は、高さ2m以上の高所で足場無しで工事・点検・補修等の作業を行なう時に使用するものです。通常、作業床を備えた昇降装置とその他から構成それ、動力により上昇、下降します。また、自走します。その内容は、次図(高所作業車の種類を参照してください。)で示されます。

(1)　走行装置による分類

　①　トラック式　　主な用途は、電気・通信工事、建設工事、看板工事。街路灯。信号機工事等

　②　クローラ式　　公道の走行はできません。主な用途は、建設工事、設備工事

　③　ホイール式　　公道の走行はできません。主な用途は、建設工事、造船所の工事、建築工事、内装工事(バッテリー式)等
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図　　高所作業車の種類

(2)　作業装置別による分類

　作業装置(ブーム等)を起伏・伸縮・屈折することにより、作業床を移動させることができます。

　伸縮ブーム型、屈折ブーム型、垂直昇降型、混合型(伸縮ブーム型・屈折ブーム型の混合)に分かれます。

(3)　高所作業車を安全に作業するには

　法令･指針等には次のようなものがあります。

　①　高所作業車に係る危険防止について(安衛則194－28)

2 高所作業車構造規格(労告70、H2．9)

3 高所作業車の自主検査指針公示13、H3．7)
　墜落例としては、図で示します。
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図　　不安全行動、不安全状態による墜落の例

　高所作業車を使用して作業する際、安全に作業するために次の事項が必要です。

1 予め定めた作業計画を作業指揮者に指揮により作業します。

2 作業開始前には、制動装置、操作装置及び作業装置の機能について点検を行い、安全の状態を確認します。

3 アウトリガーを張り出します。地盤の不同沈下を防止します。路肩の崩壊を防止します。転倒・転落を防止します。

4 高所作業車の作業床内では安全帯を使用して作業を行います｡

5 法定資格者のなかから操車者を特定し明示します。また、次の事項は災害発生の要因となるため、絶対に行ってはならない「禁止事項」です。
　ⅰ　設備

　　ア　構造規格を満たさない機械の使用

　　イ　特定自主検査を受けていない機械の使用
　ⅱ　作業方法
　　ア　高所作業車の作業床内で、はしご・脚立を使用して作業すること

　　イ　旋回装置面を水平に設置しない状態での使用
　　ウ　アウトリガーを使用しない作業
　　エ　積載荷重を超えての作業(過積載

　　オ　作業床および運転席以外に作業者を乗せて作業すること
　ⅲ　人
　　ア　作業床から著しく身を乗り出しての作業

　　イ　高所作業車の作業床から、別の作業車へ乗り移ること
　　ウ　法定資格者以外の者による運転操作(※高所作業車を運転する際、作業床の高さが10ｍ以上の運転は技能講習を修了した者、作業床の高さが10ｍ未満の運転は特別教育講習を修了した者が法定資格者となります)

8．移動式足場・高所作業台の災害防止

(1)　移動式足場の形式を図に示します｡
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　①　材料等

　　主要構造の材料はJIS規格に定める強度のもので、欠陥のないものを使用します。

　②　積載荷重

　　移動式足場の積載荷重は下表のとおりです。最大荷重は250Kg以下で、見易い箇所に

　表示します。

	作業床の面積(　㎡　)
	積載荷重(　Kg　)

	２以上
	250

	２未満
	50＋作業床の面積(㎡)×100


表　　　積載荷重

　③　高さ及び脚部の間隔

　ａ　作業床までの高さは、次の式によって制限されます｡

　　　H≦7.7L－5

　　　ここに、H：脚部の下端から作業床までの高さ(m)

　　　　　　　Ｌ：脚部の主軸間隔(m)

　ｂ　控わくを用いた場合、上記の脚部の主軸間隔(L)は次の式です。

　　ⅰ　控わくの高さが幅の3倍以上あり、かつ控わくが回転しないように取り付けられている場合

　　　　　　　L＝A＋Ｂ1＋B2

　　ⅱ　上記の条件が満たない控わくを用いた場合

　　　　　　　L＝A＋1/2(Ｂ1＋B2)

　　移動式足場の建わく及び脚輪については、厚生労働大臣が定める構造規格により材料・構造・強度が決められています。
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(2)　高所作業台の形式を図で示します。

　高所作業台は、本体支持部の安定を維持するための支持構造部と人及び荷を載せる作業床の高さは2m以上で、機械部により高さを変え、作業台は人力で移動できます。2種類あり、パンダグラフ構造による作業床を昇降させるテーブルリフト式と、直立した多段構造の単柱・タワー等により作業床を昇降させる多段(単柱)式があります。(図参照)

　主に建設工事、配管作業等で使用しますが、最近は製造業等の保全作業等にも使用されています。

高所作業台は、(社)仮設工業会の設定基準(1994,1施行)による認定合格品の使用が望ましく、動力駆動式足場と違い、使用に当たっては、労働基準監督署への設置届が必要です。

　移動式足場と異なり、高所作業台には作業床の水平度が確保される機能及び作業台が移動を防止する機能を備えた作業床に安全に到達するための昇降設備を有します。積載荷重は最大250Kg(せり出し装置を有するものは200Kg以下)とし、十分な安全性を有し、かつ必要な安全装置を備えるものとします。
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(3)　作業方法について

　移動式足場・高所作業台からの墜落・転落の原因としては、不安全な状態としては「防護装置の欠陥、作業方法の欠如、保護具・服装の欠陥等」が、不安全な行動としては、「足場の用途外使用、不安全に放置、危険な状態を作る、誤った動作等」が上げられます。例えば、上図のとおりです。

　作業の際には、次の事項を守りましょう。

　①　作業開始前の安全状態の確認(制動装置、操作装置等の安全点検の実施)

　②　作業床は常に水平を保ち、移動時以外はス突破をかけること。
　③　移動式足場・高所作業台の作業床内では、安全帯を使用して作業をおこなうこと。

　④　作業半径内には、立ち入り禁止措置を行い、必要に応じて、監視人を配置すること。

　⑤　最大積載荷重を決め、表示しておくこと。

　　また、次の事項は災害発生の要因となるため、絶対に行ってはならない「禁止事項」です。

　Ａ　設備

　①　著しく損傷した移動式足場等の使用

　②　技術上の指針等の基準を満たさない設備の使用(作業床の高さを、制限高さ以上で設置等)

　Ｂ　作業方法

1 作業者を乗せたままでの移動

2 作業床内での、はしご、脚立を使用した作業

3 不安定な状態での使用(作業床の手すりなし、昇降設備なし、ストッパーなし等)

4 移動防止措置を講じない作業

5 作業床に積載荷重以上の荷重をかけること。

　Ｃ　人

1 昇降設備以外による昇降

2 作業床内から身を乗り出しての作業

3 手に工具等を持ちながら、はしごを昇降

9．安全帯と墜落防止装置について①

　建設業における平成11年の不安全な状態別死傷者数(休業4日以上をみると、「保護具、服装等の欠陥」による死傷災害は1，８９５人件で、そのうちの992件が「安全帯を備えつけていない」となっています(製造業は分類不明)。最近では、建設業だけではなく製造業等でも高所作業が多く、安全帯と墜落防止装置の使用を必要とする職場は増えています｡

(1)　安全帯とは

　法令上では、高さ２ｍ以上の高所作業をするに当たり、事業者は作業床を設置して墜落・転落装置(まず、設備ありき！)を講じなければなりませんが、その措置を講ずることが困難な場合、安全帯の使用が認められています。

　厚生労働省の「安全帯の規格」は、昨年(平成１４年)全面的な改正が行われました｡(厚生労働省告示第８号)この安全帯は次図のとおりです。

　①　胴ベルト型安全帯

　　一般高所作業安全帯、柱上安全帯、傾斜面安全帯、垂直面安全帯など(一般高所作業用は、１本吊り専用で、ロープ式「グリップ付きもある」・巻き取り式がある｡)

　②　ハーネス型安全帯

　　ハーネス(語源：馬の腹帯等)を用いて人体の肩から腿までベルトで包み込むようにしたもの、新「安全帯の規格」では、胴ベルトに肩ベルト・腿ベルトが組み合わさり、背中のＤ環に一本つり専用のランヤードを接続して墜落災害防止用として用います。この

　フルハーネスは万が一墜落したとき、安定した姿勢を保てるうえ、ショックを身体全体に分散させることができます。

　③　ロープについて

　　一般にナイロンロープとストラップにスーパー繊維を使用した巻き取り式があります。

　前者は焼く30％伸びるが、後者は3~5％しか伸びないためスーパー繊維使用のロープにはショックアブゾーバを付けて衝撃を吸収します。

[image: image27.png]C7 1A D ARIE-CHE NS 2 B b I St oo il

R ‘

» \ - 5
S \\)) »

k * —— R \\ Wi

O 1
[IERANG [P N S AR, 4 AR
2T oA - K — ‘,'}F (1% 6 7)oy

(A0 Uy DARIE-CHN 3 2 M~ BRI 345 00 ol

aal = IRt | St " 1| et

PO P N

2 gl b

AP0 U NIV 8 Ry A
4

S MR Y
noR

TN N




　　　　[image: image28.png]SN AR i 7%
27y ¥=FOO=7%

3727

P T
3R

DErYe’





図　安全帯の主な種類

(2)　安全帯の最大衝撃荷重等

　①　安全帯による衝撃

　　安全帯は、墜落・転落した際、ロープで人体の落下を引き止める役目をします。急激に引き止めるため、身体は強い衝撃を受け、衝撃力が大きいと落下を阻止できても肋骨が折れて肺に刺さったり、内臓圧迫、その他器官に重大な傷害を与える恐れがあります。

　②　人体の安全限界としての最大衝撃荷重値

　　省略

(3)　安全帯にかかる衝撃荷重

　ここでは、安全帯メーカによる二つの危険結果をもとに、安全帯の性能と衝撃荷重について示します｡
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　①　各種安全帯の落下高さでの衝撃荷重

　　上の表は安全帯ランヤードの種類およびフックを掛ける位置の違いによる衝撃荷重のデータで、85kgの砂のうを落下させた場合の衝撃荷重の平均値です。

　　新「安全帯の規格」における許容衝撃荷重は8.0kN(816kgf)となっていますが、安全帯メーカでは、さらに人体の安全性を考慮し、4.5kN(640kgf)程度を安全限界としています。これを見ると、概ね青色の部分の値が安全限界だといえます。

　　したがって、安全帯のフックは腰より高い位置(1m程度)に掛けるのが良いと考えられます｡(図参照)　なお、緊急停止機構付き巻取り式でフックが足元位置の場合、本実験では低い衝撃値のデータを得ましたが、条件によっては正常に巻き込まれない場合も考えられるため、安全限界の範囲から除きました｡
　②　砂のうの落下衝撃試験と垂下量試験

　　安全帯を使用する際、フックは構造裳の水平親綱に掛けることになっています。水平親綱は、そのスパン(長さ)と張り方で垂下量は異なり、安全帯にかかる衝撃力も異なってきます｡

　下表は、85kgの砂のうの落下衝撃試験結果です。

　　下図①の場合、安全帯にかかる衝撃荷重は、3.78kNで、人体へのダメージは低いですが、落下を阻止した最大垂下量は4.80ミリと大きくなっています。したがって、水平　　親綱ロープの設置高と張力は、5mのスパン(張力0.5kN)で高低さは3.5ミリ以上、10mのスパン(張力0.5kN)で高低さは5m以上ないと効果がないことが判ります｡

　　以上により、図①人体の安全を確保するための衝撃荷重は4.5ｋＮ(460kgf)程度に、図②の　安全帯のフックは腰より高い位置(1m程度)にかけること。③水平親綱のスパンと張力によって衝撃力と水平親綱の安全な設置高は異なることを十分理解して下さい。
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10．安全帯と墜落防止装置について②

　安全帯は単体ではなく、補助ロープや墜落防止装置等の周辺部分を含めたシステムとして考えることが大切です。墜落防止装置には、大きく分けて仮設(短期に使用するもの)のものと、常設のものとがあります。

(1)　仮設(短期)用墜落防止装置

仮設(短期)的なものとして、リトラクタ式墜落防止器具と親綱ロープにスライド器具をセットした使い方があります。

　リトラクタ式墜落防止器具を図1に、スライド器具を図2に、高層構造物用のレールを図3に、水平親綱ワイヤーを図4に示します｡[image: image33.jpg]B2 251 K$8
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　図1は、高所作業場所の上部に設置し、作業者が昇降する際、安全帯のＤ環に直接掛けて昇降します。ワイヤロープ式と合成繊維ロープ式があり、フックを引き寄せるために引き寄せロープを付けておく必要があります。

図2は、主に梯子、鉄塔、電柱などの昇降移動中に使用するもので、縦または水平親綱ロープを取り付け、作業者の上下移動に応じてスライドします。ともに、作業者が墜落した際ロックされ、墜落による災害を防ぎます。

(2)　常設用墜落防止装置

　保守・点検・塗装作業など、高層構造物や鉄塔等において昇降(縦)移動、水平(横)移動する際の墜落防止装置です。あらかじめ、レールは設置されているので、作業者は昇降する際、スライド器具を取り付けます。(1)と同様に、作業者が万が一高所から落ちても墜落による災害を未然に防ぐことができます。

図３は、ビル・タワー(空港等の照明塔等)などの高層構造物用のレールです。

図４は、工場・橋梁等の点検路のガイド用の水平親綱ワイヤーです。電柱ゆ鉄塔等の昇降移動用の縦親綱ワイヤーなどがあります。
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(3)　安全帯の不適切な使用による事故等

　作業中に墜落・転落した際、安全帯を着用しているにもかかわらず補助ロープの切断やフック・バックルの外れ、すっぽ抜けが発生したことによる死傷災害が発生しています。これらは、作業者の着用状態や使用方法が不適切だったことが考えられます。その事故例を図５(ａ～ｅ)に紹介します。次のような、補助ロープ切断事故があります。
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　(ａ)は、溶接作業中の火花により安全帯の補助ロープが溶解していたため、作業者が墜落時、溶解部分から補助ロープが切断されたものです。同じようなことで、使用開始より10年以上経過した(紫外線等による経年劣化)安全帯を使用していたため、作業者が墜落時に、補助ロープが切断されたというものがあります。

　(ｂ)は、安全帯の補助ロープが鋼材等の鋭い角に直接触れた状態だったため、作業者が墜落時、補助ロープが切断されたものです。

　(ｃ)は、補助ロープのフックの外れです。鋼材等に横掛けしたフックが、作業者の墜落時、破損して外れたものです。

　(ｄ)は、バックの外れです。作業者の墜落時、胴締めベルトのバックルが外れ、足場等に掛けてあった安全帯を残し、作業者が墜落したものです。

　(ｅ)は、胴締めベルトを緩く締めていたので、作業者が墜落時、身体の落下は免れたが、ずれ上がった胴締めベルトにより胸部を急激に圧迫されたものです。作業者の墜落時、胴締めベルトが足元側へずり下がり身体がすっぽ抜けたものです。
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(4)　安全帯使用と管理方法

　墜落防止対策の基本は「安全な作業床の設置」であり、安全帯の使用は補助的な次善の策です。また、「安全帯はあなたの一命を守る命綱」です。使い方を誤ると墜落防止効果がなく、作業者を傷つけます。

　それぞれの高所作業に見合った安全帯を選択し、

腰より高い堅固な場所にD環を掛けなければ墜落防止の効果がないことを理解する必要があります。チョッと・短時間だからは許されません｡

　ナイロン式の補助ロープは紫外線照射による劣化或いは伸びが大きい等の不向きな面があります。

　織ロープでは、使用開始から２年とし、また織ロープ以外では３年をめどに交換が望まれます。交換年月を記入するようにします。

11．墜落・転落を防ぐ安全教育

　安全教育の基本は

1 知らないことを解決する。(知識教育)

2 出来ないことをかいけつする。(技能教育)

3 やっていけないことを解決する｡(態度教育)

(1)　安全教育における課題

　就業に当たっては「必要な安全衛生に関する知識等を作業者に理解して貰う」ことですが、ついらく・転落災害を防止するための教育は、机上の知識付与だけでは不十分です。ということは、実技を交えた訓練を受講者に体得してもらいます。

　中高年齢者の各種水準を示したのが次図です。

　①　加齢による諸機能の変化　　重要なのは、五感(視・聴・臭・味・触)等に表れる低か機能です。

　②　価値観の多様カの変化　　個人価値観も急速に変化します。「いかに受講者の心を捉えるか」が大切です。
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(2)　基本的な原則と方法

　次のようなことです。

　①　受講者中心主義　　相手が教育内容を習得してくれてこそ意味があります。

　②　動機づけ　　受講者が覚えようとする意欲を起こさせます｡

　③　繰り返し　　大事なことは、繰り返しおこなうことで身につきます。記憶されたことが敏速で正確な動作を可能にします。

　④　五感の活用　　五感の活用度は、視覚(60％)、聴覚(20％)、触覚(15％)、味覚(3％)、臭覚(2%)とされています。「指差し呼称」はこれを活かした例です。
4 効果的に理解させる　　「なぜ、そうしなければならないのか」「なぜ、それが急所なのか」を説明しないと理解されません。

5 身近な話から職場の話へ　　身近な例をあげて説明します。

　次いで講師に求められる能力等をあげてみます。

　①　墜落・転落等は人がエネルギーとなって衝突する現象です。その重圧度は高さに比例します。

　②　講師は自身が、その恐ろしさを認識する必要があります。　　「リスクの高い不安全状態、不安全行動を、危険を危険と見抜く能力」「危険要因のリスクレベルを低減する能力」を養うことです。

　講師は、関係法令等の内容をよく読み、ヒヤリハット事例、災害事例等に関心をもち、情報収集を始めとして､研修、見学会等に積極的に参加して向上策をとる必要があります。

　次図は人のエネルギーの例です。
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(3)　安全教育方式の例

　講義方式の問題点として次の短所も否定できません。

1 受講者が消極的になりやすい。

2 一方通行で、受講者の理解度がつかみにくい。

3 技能的、態度的のものの教育がしにくい。

　このような短所をカバーする意味で、次のようなことがあげられます。

1 実演を交えた講義方式の例

　　上図(上枠付の使用例)の例、安全帯・縦親綱ロープ等を準備して実演を交えながら講話をします。次のような展開も考慮します。

　ⅰ「危険・警告・注意」等の言葉の表現も教えます。

　ⅱ　「ネコの目線で観る」下図を参照
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　ⅲ　「梯子の昇降は3点支持が原則」

　③　グループ討議の例

　　「安全配慮の内容、簡単なリスク評価、リスク低減を図る方法」等をグループ討議あるいはイラスト利用により、KY活動を含めて行います。

4 安全パトロール教育の例

　　実践状態を見せ、講師のコメントを行います。

　⑤　「三現主義」の現場教育の例

　　重大・ヒヤリ等の災害発生の再発防止の安全教育には「現場・現物・現実」の内容を表示によりおこないます。

　⑥　模擬教育の例
　　「人の頭蓋骨の硬さは、カボチャ・ヒノキの硬さ」は同じといわれます。3～6ｍの高さから床面にカボチャを落としてみたり、階段から落としてみれば、墜落・転落の恐ろしさがわかります。
(4)　安全教育の評価

　安全教育の評価には次の3点があります。

1 教育計画の評価

2 講師の評価

3 受講者の目標達成度の評価

　そして、到達目標レベルを明確にしておきます｡

12．転倒災害・事例対策

　転倒は、墜落・転落と同様に「人がエネルギーとなって衝突する」現象です。高低差のある階段や小さな通路等で発生する｢つまづき、滑り、バランス失調、踏み外し、ぶっかり等｣により、ほぼ同一平面上で転ぶことをいいます。事務所、工場内で多く発生します。墜落・転落と重なることもあります。

(1)　転倒災害の発生状況

　転倒による休業4日以上の死傷者数は、全産業において墜落・転落に次いで多く(平成13年22,591人このうち製造業では5,333人、商業は4,082人、建設業は2,297人となっています。はさまれ、巻き込まれ(13,429人)、切れ、こすれ(35,356人)です。

　起因物別では、「通路」が最も多く(1,663人)、屋内作業床(682人)です。

　製造業では、同一平面の配管、段差などによるつまづき等の原因が転倒し。顔面等が突起物などに衝突したものと考えられます。建設業では、屋内外の作業床と通路が最も多く、(1、172人)です。

　これらの「不安全状態」と「不安全行動」を分析したものが次図です。

　製造業では、①食品製造(31％)、②金属製品製造(11％)、③化学工業(6％)で食品製造業がワースト1となっています。その原因は床面の状態にあります。

(2)　歩行中の転倒災害の防止対策

1 床面の滑り、

防止対策として、凹凸、勾配を少なくする。清掃を行う。通路の識別表示を行う。。床面の油対策を行う｡
2 履物による滑り、

床面の摩擦係数をかんがえる。靴裏の検討をします。
3 床面の段差
段差の減少策を考える。色の識別を考える｡

　等があります。

　表　階段の規格、図　蹴上げ及び踏面の寸法　を参照してください。
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図　転倒災害の「不安全状態」と「不安全行動」(製造業)　中災防Ｈ13年版
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本記事は、「安全と健康」中災防(2003・1～12)「なくそう墜落・転落・転倒」(中野洋一)の抜粋を集約したものです。不適切な取りまとめになった点があるかも知れません。ご容赦ください。

矢島　藤一　　2003-12-10

　　自己紹介　　　　　　　　　出身地　高崎市
　　　　　　　　　　　　　　　略歴

昭和50年まで､日本電信電話公社（現NTT）において無線･電力装置の設計、

建設､保全の業務､並びに管理業務に従事する。

昭和51年より､（社）東京電気管理技術者協会会員（支部技術安全委員長）

として8年、新入会員講習会講師として(約20年間)活躍。電気保安功労賞(平
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　成元年、通商産業大臣表彰)、他多数

（社）日本労働安全衛生コンサルタント会会員(各種委員、安全衛生コンサル

タント編集委員10年、総務委員、埼玉支部副支部長)として活躍。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　この間、電気安全・労働安全・労働基準協会連合会等－各企業等の安全教
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　育・安全管理者・安全衛生推進者の教育。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　国家試験資格取得

　技術士｢科学技術庁長官登録｣・労働安全コンサルタント｢労働大臣登録｣　　　　　　

第2種電気主任技術者・第1級無線技術士資格取得
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　OHSMSシステム監査員「認定」　　(社)日本労働安全衛生コンサルタント会
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　フェールセイフ化講師「認定」　　　(社)日本労働安全衛生コンサルタント会
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　現在、(社)日本労働安全衛生コンサルタント会会員、(社)東京電気管理技術者

協会会員、ＥＥ－NET顧問、(社)日本電気技術者協会埼玉地区幹
　　　　　技術士・労働安全コンサルタント　　矢島　藤一

331－0042　大宮市奈良町79－129　　TEL・Fax(048)651－0385
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